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平成二十九年度
森林・林業白書が公表
～新たな森林管理システムの構築を特集～



森
林
環
境
税（
仮
称
）の
創
設
、
日
Ｅ
Ｕ・Ｅ
Ｐ
Ａ
の
交
渉
結
果
等
、

「
地
域
内
エ
コ
シ
ス
テ
ム
」の
構
築
に
向
け
て
、

「
日
本
美う

つ
く

し
の
森 

お
薦
め
国
有
林
」の
選
定
、

明
治
１
５
０
年
～
森
林・林
業
の
軌
跡
～

30
年
度
税
制
改
正
の
大
綱
」
に
お
い
て
、
市

町
村
が
実
施
す
る
森
林
整
備
等
に
必
要
な
財

源
に
充
て
る
た
め
、
平
成
31
年
度
の
税
制
改

正
に
お
い
て
森
林
環
境
税（
仮
称
）及
び
森
林

環
境
譲
与
税（
仮
称
）を
創
設
す
る
こ
と
が
決

定
し
た
こ
と
に
つ
い
て
紹
介
し
ま
し
た
。
ま

た
、
平
成
29
年
12
月
に
交
渉
妥
結
に
至
っ

た
日
Ｅ
Ｕ
・
Ｅ
Ｐ
Ａ
の
交
渉
結
果
と
と
も
に
、

平
成
29
年
11
月
に
改
訂
し
た
「
総
合
的
な
Ｔ

Ｐ
Ｐ
等
関
連
政
策
大
綱
」
に
基
づ
き
、
木
材

加
工
施
設
の
生
産
性
向
上
、
競
争
力
の
あ
る

品
目
へ
の
転
換
、
効
率
的
な
林
業
経
営
が
実

現
で
き
る
と
見
込
ま
れ
る
地
域
に
お
け
る
原

木
供
給
の
低
コ
ス
ト
化
等
を
推
進
す
る
こ
と

に
つ
い
て
紹
介
し
ま
し
た
。『「
地
域
内
エ
コ

シ
ス
テ
ム
」の
構
築
に
向
け
て
』、で
は
、
農

林
水
産
省
と
経
済
産
業
省
に
お
い
て
検
討
を

実
施
し
た
、
森
林
資
源
を
マ
テ
リ
ア
ル
や
エ

ネ
ル
ギ
ー
と
し
て
地
域
内
で
持
続
的
に
活
用

で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
担
い
手
確
保
か

ら
発
電
・
熱
利
用
に
至
る
ま
で
の
「
地
域
内

エ
コ
シ
ス
テ
ム
」
の
構
築
に
つ
い
て
紹
介
し

て
い
ま
す
。『「
日
本
美う

つ
くし
の
森 

お
薦
め
国
有

注 １ ： 大正 10（1921）年までと昭和７（1932）年からでは出典が違うため、連続したデータとはなっていない。
 ２ ： 大正 10（1921）年までは、薪炭材の材積は「１棚＝ 100 立方尺＝ 2.7826m3」、用材の材積は「１石＝ 0.27826m3」

（明治 44 年のデータはそれぞれ、「１棚＝ 108 立方尺」「１尺〆＝ 0.33392m3」）で換算。
 ３ ： 造林は人工造林の数値。
 資料 ： 林野庁「林業統計要覧」、農商務省「農商務統計表」

林
」の
選
定
』で
は
、観
光
資
源
と

し
て
潜
在
的
魅
力
が
認
識
さ
れ
る

レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
の
森
を
「
日

本
美う
つ
く
し
の
森 

お
薦
め
国
有
林
」

と
し
て
、
有
識
者
の
意
見
を
踏
ま

え
て
全
国
で
93
箇
所
選
定
し
た
こ

と
を
紹
介
し
ま
し
た
。
さ
ら
に
、

平
成
30
年
は
、
明
治
元
年
か
ら
起

算
し
て
満
１
５
０
年
で
あ
る
こ
と

か
ら
、「
明
治
１
５
０
年
～
森
林
・

林
業
の
軌
跡
～
」
で
は
、
明
治
９

年
か
ら
林
野
の
官
民
有
区
分
、
明

治
30
年
の
森
林
法
制
定
、
明
治
32

年
の
国
有
林
野
法
制
定
と
い
っ
た

過
程
を
経
て
、
近
代
的
な
森
林
・

林
業
行
政
を
推
進
す
る
た
め
の
体

制
が
確
立
し
て
き
た
状
況
を
紹
介

す
る
と
と
も
に
、
明
治
期
に
は
、

鉄
道
用
の
枕
木
、
マ
ッ
チ
の
軸
木

等
が
主
要
な
輸
出
品
目
で
あ
っ
た

ほ
か
、
ク
ス
ノ
キ
か
ら
抽
出
さ
れ

る
樟
し
ょ
う
の
う脳
が
重
要
な
工
業
製
品
で
あ

る
セ
ル
ロ
イ
ド
の
原
料
と
な
る
な

　

６
月
１
日
に
、「
平
成
29
年
度
森
林
・
林

業
白
書
」（
平
成
29
年
度
森
林
及
び
林
業
の

動
向
・
平
成
30
年
度
森
林
及
び
林
業
施
策
）

が
公
表
さ
れ
ま
し
た
。

　

毎
年
度
の
森
林
・
林
業
白
書
で
は
、
国
民

の
皆
さ
ん
の
理
解
が
深
ま
る
よ
う
、
図
表
、

事
例
写
真
等
を
活
用
し
つ
つ
、
森
林
・
林
業

の
動
向
の
体
系
的
な
分
析
に
取
り
組
む
こ
と

と
し
て
い
ま
す
。
そ
の
中
で
、
冒
頭
に
「
ト

ピ
ッ
ク
ス
」
を
設
け
て
各
年
度
の
特
徴
的
で

印
象
的
な
動
き
を
紹
介
す
る
と
と
も
に
、
第

Ⅰ
章
を
特
集
章
と
し
て
、
特
定
の
テ
ー
マ
に

つ
い
て
詳
細
な
分
析
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

今
年
度
の「
ト
ピ
ッ
ク
ス
」で
は
、ま
ず
「
森

林
環
境
税（
仮
称
）の
創
設
」と
し
て
、「
平
成
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日
本
美
し
の
森
　
お
薦
め
国
有
林

千
本
山
風
景
林（
高
知
県
）

戦
前
・
戦
中
・
戦
後
の
木
材
伐
採
量
の
推
移



平成二十九年度 森林・林業白書が公表 ～新たな森林管理システムの構築を特集～

ど
、
木
材
や
木
材
由
来
の
製
品
が
外
貨
獲
得

や
我
が
国
の
工
業
生
産
に
貢
献
し
て
き
た
こ

と
、
戦
後
か
ら
著
し
く
荒
廃
し
て
し
ま
っ
た

森
林
の
復
旧
に
取
り
組
み
、
先
人
の
多
大
な

努
力
に
よ
り
多
く
の
人
工
林
を
造
成
し
て
き

た
状
況
な
ど
に
つ
い
て
紹
介
し
て
い
ま
す
。

　

今
年
度
の
特
集
章
で
は
、
テ
ー
マ
を
「
新

た
な
森
林
管
理
シ
ス
テ
ム
の
構
築
」
に
設
定

し
ま
し
た
。
我
が
国
の
人
工
林
資
源
は
、
そ

の
半
数
以
上
が
主
伐
期
を
迎
え
る
な
ど
本
格

的
な
利
用
期
を
迎
え
て
い
る
一
方
、
森
林
所

有
者
の
多
く
は
小
規
模
零
細
で
経
営
規
模
を

拡
大
す
る
意
欲
等
は
低
く
、
積
極
的
経
営
を

期
待
で
き
な
い
中
で
、
意
欲
と
能
力
の
あ
る

林
業
経
営
者
に
森
林
の
経
営
管
理
を
集
積
・

集
約
化
す
る
た
め
の
新
た
な
仕
組
み
の
構
築

が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
今
年
度
の
特
集
章
で
は
、
森

林
の
有
す
る
公
益
的
機
能
の
発
揮
と
林
業
の

成
長
産
業
化
を
実
現
す
る
た
め
に
不
可
欠
で

あ
り
、
先
般
成
立
し
た
「
森
林
経
営
管
理
法
」

等
に
よ
り
実
現
す
る
、
森
林
の
経
営
管
理
の

集
積
・
集
約
化
を
進
め
る
た
め
の
「
新
た
な

森
林
管
理
シ
ス
テ
ム
」
の
構
築
の
方
向
性
と
、

併
せ
て
必
要
と
な
る
川
上
と
川
下
の
連
携
に

つ
い
て
記
述
し
ま
し
た
。
ま
た
、
こ
れ
ら
の

前
提
と
な
る
、
我
が
国
の
森
林
管
理
を
め
ぐ

る
課
題
に
つ
い
て
、
欧
州
の
林
業
国
で
あ
る

オ
ー
ス
ト
リ
ア
と
の
比
較
を
通
じ
て
明
ら
か

に
す
る
と
と
も
に
、
こ
れ
ま
で
に
取
り
組
ま

れ
て
き
た
森
林
・
林
業
の
再
生
に
向
け
た
取

組
の
成
果
と
現
状
に
つ
い
て
記
述
し
ま
し
た
。

　

第
Ⅱ
章
以
降
は
、「
森
林
の
整
備
・
保
全
」、

「
林
業
と
山
村
（
中
山
間
地
域
）」、「
木
材
産

業
と
木
材
利
用
」、「
国
有
林
野
の
管
理
経

営
」、「
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
」
の
順

番
で
、
平
成
29
年
度
に
お
け
る
動
向
や
課
題

の
分
析
等
を
掲
載
し
ま
し
た
。

　
「
森
林
の
整
備
・
保
全
」の
章
で
は
、
森
林

整
備
や
森
林
保
全
の
動
向
、
国
際
的
な
取
組

の
推
進
等
に
つ
い
て
記
述
し
て
い
ま
す
。
具

体
的
に
は
、「
平
成
29
年
７
月
九
州
北
部
豪

雨
」に
よ
る
流
木
災
害
の
発
生
を
受
け
、林
野

庁
内
に「
流
木
災
害
等
に
対
す
る
治
山
対
策

検
討
チ
ー
ム
」を
設
置
し
、
今
後
の
事
前
防

災
・
減
災
に
向
け
た
効
果
的
な
治
山
対
策
に

つ
い
て
検
討
し
、「
中
間
取
り
ま
と
め
」と
し

て
公
表
し
た
こ
と
、
平
成
29
年
６
月
、
ユ
ネ

ス
コ
エ
コ
パ
ー
ク
に「
祖そ

ぼ母
・
傾
か
た
む
き・
大お
お
く
え崩
」及
び

「
み
な
か
み
」の
登
録
が
決
定
し
た
こ
と
な
ど

に
つ
い
て
紹
介
し
て
い
ま
す
。

　
「
林
業
と
山
村
（
中
山
間
地
域
）」
の
章
で

は
、
林
業
や
特
用
林
産
物
、
山
村
（
中
山
間

地
域
）
の
動
向
に
つ
い
て
記
述
し
て
い
ま

す
。
具
体
的
に
は
、
木
材
生
産
の
産
出
額
は

近
年
は
増
加
傾
向
で
推
移
し
て
い
る
こ
と
や
、

林
業
の
生
産
性
向
上
に
向
け
た
取
組
と
し
て

情
報
通
信
技
術
（
Ｉ
Ｃ
Ｔ
）
の
活
用
が
進
展
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丸太価格におけるコスト比較
「日本では森林所有者に支払われる立木価格が低く
なっている。」

林業従事者数の推移

森林組合が中心となって農泊を推進
「岐阜県中津川市加子母の加子母森林組合では、関係者の協力を得て、体験プ
ログラムの開発や宿泊施設の整備等「農泊」の推進の取組を実施」

航空レーザ計測データを活用した施業集約化と林業経営の効率化の取組

保
護
林
が
ユ
ネ
ス
コ
エ
コ
パ
ー
ク

に
登
録

「
大
分
県
と
宮
崎
県
の
県
境
地
域

の
「
祖
母
山・
傾
山・
大
崩
山
周
辺

生
態
系
保
護
地
域
」と
、群
馬
県
と

新
潟
県
の
県
境
地
域
の
「
利
根
川

源
流
部
・
燧
ヶ
岳
周
辺
森
林
生
態

系
保
護
地
域
」、「
緑
の
回
廊
三
国

線
」
を
含
む
地
域
が
「
祖
母・
傾・

大
崩
」及
び「
み
な
か
み
」
ユ
ネ
ス

コ
エ
コ
パ
ー
ク
に
登
録
。」

 注 ： 「ドイツトウヒ」は本文中の「ヨーロッパトウヒ」
のことを示す。

 資料 ： 久保山裕史（2013）森林科学 ,No.68:9-12 に基づ
き試算。

 注１ ： 高齢化率とは、65 歳以上の従事者の割合。
 ２ ： 若年者率とは、35 歳未満の従事者の割合。
 資料 ： 総務省「国勢調査」



し
て
い
る
こ
と
、
林
業
従
事
者
数
は
減
少
傾

向
に
あ
る
も
の
の
、
若
年
者
率
は
全
産
業
の

若
年
者
率
が
低
下
す
る
中
で
ほ
ぼ
横
ば
い
で

あ
っ
た
こ
と
な
ど
に
つ
い
て
紹
介
し
て
い
ま

す
。
ま
た
、
森
林
空
間
を
観
光
資
源
と
し
て

活
用
す
る
「
農
泊
」
の
取
組
に
つ
い
て
紹
介

い
た
し
ま
す
。

　
「
木
材
産
業
と
木
材
利
用
」
の
章
で
は
、

木
材
需
給
や
木
材
産
業
、
木
材
利
用
の
動
向

に
つ
い
て
記
述
し
て
い
ま
す
。
具
体
的
に
は
、

木
材
自
給
率
が
６
年
連
続
で
上
昇
し
、
お
よ

そ
30
年
ぶ
り
の
水
準
と
な
る
34
・
８
％
と

な
っ
た
こ
と
や
、
木
材
輸
出
を
め
ぐ
る
状
況

と
し
て
、
我
が
国
の
建
築
基
準
法
に
相
当
す

る
中
国
の
「
木
構
造
設
計
規
範
」
の
改
定
が

公
告
さ
れ
、
日
本
の
ス
ギ
、
ヒ
ノ
キ
、
カ
ラ

マ
ツ
の
構
造
材
と
木
造
軸
組
構
法
が
盛
り
込

ま
れ
る
予
定
で
あ
る
こ
と
、
平
成
29
年
は
木

材
輸
出
が
大
幅
に
伸
び
て
お
り
、
前
年
比

37
％
増
の
３
２
６
億
円
に
達
し
て
い
る
こ
と

な
ど
に
つ
い
て
記
述
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、

製
材
、
集
成
材
、
合
板
等
の
そ
れ
ぞ
れ
の
分

野
別
の
、
工
場
の
大
規
模
化
の
傾
向
等
の
状

況
や
、
非
住
宅
分
野
に
お
け
る
木
造
化
の
推

進
、
特
に
公
共
建
築
物
等
に
お
け
る
木
材
利

用
、
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用

等
に
つ
い
て
紹
介
し
て
い
ま
す
。

　
「
国
有
林
野
の
管
理
経
営
」
の
章
で
は
、

国
有
林
野
の
役
割
や
国
有
林
野
事
業
の
具
体

的
取
組
に
つ
い
て
、「
東
日
本
大
震
災
か
ら

の
復
興
」
の
章
で
は
、
復
興
に
向
け
た
森
林
・

林
業
・
木
材
産
業
の
取
組
や
原
子
力
災
害
か

ら
の
復
興
に
つ
い
て
記
述
し
て
い
ま
す
。

　

森
林
・
林
業
白
書
の
本
文
に
つ
い
て
は
、

林
野
庁
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
に
掲
載
し
て
い
ま

す
。
詳
し
く
は
、
以
下
の
リ
ン
ク
を
御
覧
く

だ
さ
い
。

http://www.rinya.m
aff.go.jp/j/

kikaku/hakusyo/29hakusyo/

index.htm
l
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木材供給量と木材自給率の推移

我が国の木材輸出額の推移（国・地域別）

我が国の木材輸出額の推移（品目別）

資料：林野庁「木材需給表」

 注 ： HS44 類の合計。
資料 ： 財務省「貿易統計」

 注 ： HS44 類の合計。
資料 ： 財務省「貿易統計」


